
1 . 継続事業の前提に関する注記

継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事業又は状況はない。

2 . 重要な会計方針

（1） 固定資産の減価償却の方法

①

②

③

（2） リースにより使用する固定資産に関する注記

す 円 円

ち 円 円

す 円 円

さ 円 円

チッパシュレッダー 円 円

オルフィス 円 円

（3） 引当金の計上方法、計上基準

（4） 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式により処理している。

3,111,900 0

デュトロ 姫路 800 6920 8,618,400 0

3,096,720 1,548,360

（計上方法） 退職給付引当金は、期末退職給付の要支給額に相当する額から中小企
業退職共済給付金額及び特定退職者共済給付金額を控除した額を計上
している。

（計上基準） 賞与引当金は、職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の
うち当期に帰属する額を計上している。

キャンター 姫路 800 960 9,094,800 5,911,620

タイタン 姫路 400 7801 2,216,160 0

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

車両運搬具、什器備品及び構築物のうち10万円以上のものについては、税法に基づく定
率法による減価償却を実施している。
ただし、平成19年3月31日以前の取引分については、旧定率法を実施している。

10万円以上20万円未満の固定資産については、事業年度毎に一括して3年間で減価償却を
実施している。

少額減価償却資産（30万円未満）はその取得価額を一括して経理処理している。

名　　　称 リース物件の取得原価相当額 未経過リース料相当額

キャンター 姫路 800 430 8,308,440 0
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3 . 基本財産及び特定資産の増減及びその残高

基本財産及び特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

（単位：円）

4 . 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

5 . 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

0 11,700,000 0

108,975,505 1,922,8420

財政運営資金積立資産 60,000,000 0 60,000,000 0

周年記念事業積立資産 5,298,536 0 5,298,536 0

小　　計 108,975,505 0 108,975,505 1,922,842

合　　計 108,975,505

施設整備資金積立資産 11,700,000

退職給付引当資産 1,922,842 0 1,922,842 1,922,842

減価償却引当資産 30,054,127 0 30,054,127 0

小　　計 0 0 0 0

特定資産

土地 0 0 0 0

定期預金 0 0 0 0

科　　目 当期残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に
対応する額）

基本財産

施設整備資金積立資産 11,700,000 0 0 11,700,000

小　　計 79,292,567 34,004,232 4,321,294 108,975,505

財政運営資金積立資産 30,000,000 30,000,000 0 60,000,000

周年記念事業積立資産 5,298,536 0 0 5,298,536

退職給付引当資産 4,321,294 1,922,842 4,321,294 1,922,842

減価償却引当資産 27,972,737 2,081,390 0 30,054,127

科　　目 前期残高 当期増加額 当期減少額 当期残高

特定資産

定期預金 0 0 0 0

小　　計 0 0 0 0

基本財産

土地 0 0 0 0

科　　目 前期残高 当期増加額 当期減少額 当期残高
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（単位：円）

建物

建物付属設備

構築物

車両運搬具

什器備品

（単位：円）

一括償却資産

6 . 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

（単位：円）

補助金等の名称

補助金(交付金) 0

0

0

0

合　　　計 0

16,619,000 ―

シルバー事業運営補助金 市 23,750,000 ―

47,500,000

雇用開発支援事業費等補助金 国 0

0

0

16,619,000

23,750,000

47,500,000

―

合　　計 240,488 240,488 0

高年齢者就業機会確保事業等補助金 国 7,131,000 ―

交付者
前期末
残高 当期増加額 当期減少額

当期末
残高

貸借対照
表上

0

0 7,131,000

合　　計 32,826,565 24,500,046 8,326,519

科目 取得価額

208,531

13,194,911 7,516,670 5,678,241

240,488 240,488 0

減価償却累計額 当期末残高

2,923,109 2,923,103 6

10,207,545 10,176,163 31,382

352,000 143,469

6,149,000 3,740,641 2,408,359

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
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